
1 頁

その他　】 【協働： 】

目的・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

18年度 平成19年度

.

平成20年度 平成21

事

年度 平成22年度 平成

業

23年度 平成24年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成18年度 平成19

付

年度 平成20年度 平成

け

21年度 平成22年度

事

平成23年度 平成24

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成18年度 平成

名

19年度 平成20年度

事

平成21年度 平成22

業

年度 平成23年度 平成

担

24年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成20年

科

度の主な取組と成果

平

目

成20年度
の検証結果

事

平成21年度  事業

業

評価シート 頁

図書館広

種

域利用事業

社会教育部

類

　中央図書館

00－x ハxxxxx－xx00 ー00 ○ ●

13 市民の視

ド

点に立ち、成果を重視

ソ

した行政経営を展開す

フ

るために
行政改革の

0

ト

1 市民の視点に立ち、

根

成果を重視した行政経

拠

営を展開するために
位

法

置付け
03 広域的な視

令

点によるまちづくり

□

等

□ □ □

周辺自治体との

対

相互利用を進めること

象

により、広域的な図書

・

館 図書館の広域利用を

受

推進するため、周辺自

益

治体との図書館相互
の

者

利用が図られ、市民へ

事

の図書利用サービスが

業

向上しています 利用を

期

進めます。
。

協定締結

間

自治体数 市町

平塚市民

委

が隣接する市町の図書

託

館の利用登録ができる

、

ように、周辺自治体と

協

協定締結

6 6 7 -

6

-

働

-

- - - -

広域利用登

【

録者数（累計） 人

協定

委

締結による利用登録者

託

数

22,500 23,

：

000 23,500 -

3

22,648

- -

- -

セ

- -

①：予定どおり

寒

ク

川町との相互利用に向

・

けて協議調整しました

財

。また、平成２０年３

団

月から厚木市と相互利

企

用を開始して、広域利

業

用を推進しま
した。

Ａ

Ｎ

：成果があがった

ＰＯ



2 頁

位

5 0.00 0.00

0

施

.00 0.00 0.0

策

0 0.00 0.00 0

へ

.00 0.00

0 0 1

の

,679 1,254 1

貢

,254 0 0

0 0 1,

献

679 1,254 1,

高

254 0 0

○ ● ○ ○ ○

市

○ ○

図書館の広域利用

民

を推進するために、寒

満

川町の図書館を利用で

足

きるようにします。

寒

度

川町と相互利用協定を

を

締結します。

図書館の

高

広域利用を推進するた

め

めに、寒川町との相互

る

利
用に向けて、協議調

方

整し、協定を締結しよ

策

うと考えてい
ます。

業 有効性
継続による成果向上の可能性 低
その他

事業の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平

項

成21年度 平成22年

目

度 平成23年度 平成2

分

4年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成22年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成22年度の取

の

組方針

課長コメント

■
抽

利用できる図書館が増

出

えることは、利用者の

総

利便性向上
●■ につな

合

がるものとして必要で

評

す。

■ ○
□
□ 図書館の

価

広域利用の推進により

市

、多くの人が他の市町

民

の
●■ 図書館を利用し

ニ

てサービスを受けてい

ー

ます。

■ ○
□
■ 市民の

ズ

生涯学習支援のために

高

も、図書館の情報提供

事

機能
●

□ の充実は必要

業

であり、そのためにも

目

広域利用の妥当性は
○

的

■ 高いものと判断され

の

ます。
○

□
■ 図書館同

達

士の貸し借りではなく

成

、直接利用者が他の市

状

町
●

□ の図書館に行き

況

貸出を受けています。

必

○
□

○
□

図書館の広域

要

利用を推進するために

性

、寒川町との相互利用

市

に向けて、協議調整し

の

ます。

相互利用に向け

関

て相互利用に向けて相

与

互利用協定の協－

協議

の

調整・相互利協議調整

必

・相互利議調整、締結

要

・相

用 用 互利用

0 0 0

性

0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

低

0

0 0 0 0 0 0 0

0 0

事

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

そ

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0

の

.00 0.00 0.0

他

0

0.00 0.00 0

上

.20 0.15 0.1



1 頁

そ

域循環型社会形成推進

の

地域計画に基づき、大

他

磯町がし尿処理施設の

　

改修工
事を実施したの

】

で、費用の負担をしま

【

した。

Ａ：成果があが

協

った

働： 】

目的・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

18年度 平成19年度

.

平成20年度 平成21

事

年度 平成22年度 平成

業

23年度 平成24年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成18年度 平成19

付

年度 平成20年度 平成

け

21年度 平成22年度

事

平成23年度 平成24

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成18年度 平成

名

19年度 平成20年度

事

平成21年度 平成22

業

年度 平成23年度 平成

担

24年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成20年

科

度の主な取組と成果

平

目

成20年度
の検証結果

事

平成21年度  事業

業

評価シート 頁

ごみ処理

種

広域化推進事業

環境部

類

　資源循環課

01－0 ハ40201－0400 ー00 ● ○

13 市民の視

ド

点に立ち、成果を重視

ソ

した行政経営を展開す

フ

るために
行政改革の

0

ト

1 市民の視点に立ち、

根

成果を重視した行政経

拠

営を展開するために
位

法

置付け
03 広域的な視

令

点によるまちづくり

ご等 み処理の広域化計画に

対

ついて（厚生省環境整

象

備課長通知）他

平塚市・ 民 平成１８年度 ～ 受

□ □ □ ■

ごみ処理広域

益

化実施計画が策定され

者

、環境負荷の低減、ご

事

み処 ごみ処理の効率化

業

を図るため、広域的な

期

ごみ処理に関する事項

間

理の効率化、経費縮減

委

が図られています。 な

託

どを協議することによ

、

り、ごみ処理広域化実

協

施計画を策定し
、同計

働

画に基づき広域化を進

【

めます。

ごみ処理広域

委

化進捗率（し尿処理施

託

設） ％

H19：ごみ処

：

理広域化実施計画策定

3

負担金20％、H20

セ

：施設改修（大磯町）

ク

負担金20％、H21

・

：施設改修
（大磯町）

財

負担金20％、H22

団

：施設解体（平塚市）

企

40％

20 40 60 1

業

00 － －

20 40

％

①

Ｎ

：予定どおり

１市１町

Ｐ

ごみ処理広域化実施計

Ｏ

画書及び平塚・大磯地



2 頁

位

事

業の実施 業の実施 業

施

の実施 業の実施 業の実

策

施

0 0 0 0 0 0 0

0 0

へ

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

の

0 0

0 2,415 0 0

貢

0 0 0

0 0 18,90

献

4 24,000 149

高

,416 96,000

市

92,000

0 2,4

民

15 18,904 24

満

,000 149,41

足

6 96,000 92,

度

000

0.00 191

を

.67 25.21

0.

高

00 1.80 1.80

め

1.00 1.80 1.

る

80 1.80

0.00

方

0.20 0.20 0.

策

20 0.20 0.20

業

0.20

0 15,79

有

0 15,790 9,0

効

46 15,731 15

性

,731 15,731

継

0 18,205 34,

続

694 33,046 1

に

65,147 111,

よ

731 107,731

る

○ ● ○ ○ ○ ○ ○

大磯町

成

にあるし尿処理施設の

果

改修工事を進めながら

向

、平塚市のし尿を受け

上

入れ準備を整え、平塚

の

市のし尿処理施設を解

可

体します
。

し尿処理施

能

設の敷地は、次期環境

性

事業センター建設用地

低

になることから、次期

そ

環境事業センター建設

の

に支障がないよう事業

他

を推
進します。

ごみ処

事

理広域化については、

業

一応大枠が決まり推進

の

して
いるものの、二宮

目

町の参加についても留

的

意しつつ推進し
ます。

､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平

項

成21年度 平成22年

目

度 平成23年度 平成2

分

4年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成22年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成22年度の取

の

組方針

課長コメント

■
抽

平塚・大磯ブロックご

出

み処理広域化実施計画

総

を策定し、
●□ 今後は

合

この実施計画に基づき

評

施設を整備していきま

価

す。

□ ○
□
□ 環境負荷

市

の低減や効率的なごみ

民

処理が可能となり、経

ニ

費
●■ の縮減が図られ

ー

ることから有効です。

ズ

■ ○
□
■ 平塚・大磯ブ

高

ロックの廃棄物処理の

事

現状と課題を抽出し
○

業

■ 、広域処理施設の整

目

備計画等を策定し、廃

的

棄物処理を共
●

□ 同で

の

取り組んでいくもので

達

、効率化を図る上で有

成

効です
○

□ 。

□ ごみの

状

広域処理により、それ

況

ぞれの市町が補完し合

必

うた
●

■ め、経費の縮

要

減が図られます。
○

□

性

○
□

平成２２年から平

市

塚市のし尿を受け入れ

の

るため、大磯町のし尿

関

処理施設の改修工事に

与

対して引き続き負担金

の

を支出します。

ごみ処

必

理広域化実ごみ処理広

要

域化実ごみ処理広域化

性

実ごみ処理広域化実ご

低

み処理広域化実ごみ処

事

理広域化実

施計画の策

そ

定 施計画に基づく事施

の

計画に基づく事施計画

他

に基づく事施計画に基

上

づく事施計画に基づく



1 頁

そ

施計画書に基づき気象

の

調査等を実施し、評価

他

書案の作成を進めまし

　

た
。また、整備・運営

】

事業の実施方針を公表

【

し、特定事業に選定し

協

ました。周辺地域整備

働

については、周辺公園

：

の再整備を実施し
まし

】

た。環境事業センター

目

の建設に向けて計画ど

的

おり準備を進めること

・

ができました。

Ａ：成

目

果があがった

標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

18年度 平成19年度

.

平成20年度 平成21

事

年度 平成22年度 平成

業

23年度 平成24年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成18年度 平成19

付

年度 平成20年度 平成

け

21年度 平成22年度

事

平成23年度 平成24

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成18年度 平成

名

19年度 平成20年度

事

平成21年度 平成22

業

年度 平成23年度 平成

担

24年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成20年

科

度の主な取組と成果

平

目

成20年度
の検証結果

事

平成21年度  事業

業

評価シート 頁

次期環境

種

事業センター及び周辺

類

地域整備事業

環境部　

ハ

資源循環課

01－04 ー0201－03000 ド0 ● ○

13 市民の視点

ソ

に立ち、成果を重視し

フ

た行政経営を展開する

ト

ために
行政改革の

01

根

市民の視点に立ち、成

拠

果を重視した行政経営

法

を展開するために
位置

令

付け
03 広域的な視点

等

によるまちづくり

廃棄

対

物の処理及び清掃に関

象

する法律　他

市民 平成・ １９年度 ～ 平成２受 ４年度

□ ■ □ □

次期環

益

境事業センターの建替

者

えが行われ、安定した

事

ごみ処理が 環境負荷の

業

低減を図るため、環境

期

アセスメント調査を実

間

施する
でき、ごみ処理

委

による余熱の有効利用

託

が図られています。 な

、

ど、環境事業センター

協

の建設に向けて準備を

働

進めます。

次期環境事

【

業センター及び周辺地

委

域整備事業進捗率 ％

平

託

成24年度を100％

：

とした事業進捗率。H

3

19：調査等5％、H

セ

20：周辺整備等10

ク

％、H21：建設準備

・

等10％
、H22:工

財

事等20％、H23:

団

工事等35％、H24

企

：完成20％

5 15 2

業

5 － － －

5 15

①：予

Ｎ

定どおり

次期環境事業

Ｐ

センターについては、

Ｏ

環境影響予測評価の実



2 頁

位

境調査実施、建環境調

施

査実施、建実施設計、

策

建設 建設 建設、試運転

へ

建設手法検討 設手法検

の

討、周辺設準備、周辺

貢

地域

地域整備 整備

0 0

献

31,447 12,1

高

44 480,000 2

市

,430,000 1,

民

940,000

0 0 1

満

2,623 1,017

足

0 0 0

0 0 34,00

度

0 14,000 751

を

,000 3,730,

高

000 2,987,0

め

00

0 494 6,66

る

5 2,569 146,

方

100 730,500

策

584,400

0 4,

業

306 15,696 6

有

,873 83,900

効

414,500 332

性

,600

0 4,800

継

100,431 36,

続

603 1,461,0

に

00 7,305,00

よ

0 5,844,000

る

0.00 38.22 7

成

1.62

0.00 2.

果

40 2.40 2.20

向

2.40 2.40 2.

上

40

0.00 0.80

の

0.80 0.80 0.

可

80 0.80 0.80

能

0 22,882 22,

性

882 21,144 2

低

2,815 22,81

そ

5 22,815

0 27

の

,682 123,31

他

3 57,747 1,4

事

83,815 7,32

業

7,815 5,866

の

,815

○ ● ○ ○ ○ ○

目

○

事業者が決定し、環

的

境アセスメントの手続

､

も終了するので、要求

対

水準書に基づき、次期

象

環境事業センターの設

､

計・施工を進めま
す。

内

また、周辺地域の整備

容

についても、地元と協

分

議を進めながら整備計

高

画を策定していきます

受

。
なお、22年度から

益

周辺地域整備を新規事

者

業として分離すること

負

により、更なる推進を

担

図ります。

要求水準書

､

に適合した設計・施工

補

となるようモニタリン

助

グを実施します。

事業

額

が計画どおり進んでい

妥

るが、今後事業内容を

当

精査し
、推進していき

性

ます。

中
業務の執行体制(人員配置､業務分担)

低
その他

析
業務プロセス改善による効率化の方策

高
コスト削減の可能性

効率性 中
事業手法(民活の余地､事業形態の検討)

低
その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平

項

成21年度 平成22年

目

度 平成23年度 平成2

分

4年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成22年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成22年度の取

の

組方針

課長コメント

■
抽

現在の焼却施設につい

出

ては、老朽化に伴い早

総

期の施設更
●□ 新が必

合

要です。そのため、安

評

心で安全な焼却施設を

価

整備

■ する必要があり

市

ます。 ○
□
□ ごみ処理

民

については、一時の停

ニ

滞も許されないことか

ー

ら
●■ 、計画的かつ確

ズ

実な施設整備が求めら

高

ています。これに

■ 対

事

応するもので有効です

業

。 ○
□
■ 国及び県にお

目

けるごみ処理の広域化

的

計画に基づき、平塚
●

の

■ 市、大磯町において

達

、ごみ処理広域化実施

成

計画を策定し
○

□ たも

状

ので妥当です。
○

□
■

況

準ＰＦＩ的手法である

必

「ＤＢＯ」方式を採用

要

することに
●

■ より、

性

建設コストの削減や施

市

設運営の長期の委託に

の

より
○

■ 、効率化を図

関

っています。
○

□

国か

与

らの交付金を受けなが

の

ら、着実に事業を実施

必

していくことが大きな

要

目標であり、環境影響

性

予測評価書の作成や、

低

準ＰＦＩ的
な手法であ

事

る「ＤＢＯ」方式によ

そ

る事業者選定等につい

の

ても、計画的に実施し

他

ていくことが課題です

上

。

環境調査実施及び環



1 頁

そ

日に第２回湘南地区に

の

おける消防の広域化に

他

関する事前協議を鎌倉

　

市含む４市
３町で行な

】

った結果、平成２１年

【

度から検討をする事と

協

なりました。

Ａ：成果

働

があがった

： 】

目的・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

18年度 平成19年度

.

平成20年度 平成21

事

年度 平成22年度 平成

業

23年度 平成24年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成18年度 平成19

付

年度 平成20年度 平成

け

21年度 平成22年度

事

平成23年度 平成24

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成18年度 平成

名

19年度 平成20年度

事

平成21年度 平成22

業

年度 平成23年度 平成

担

24年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成20年

科

度の主な取組と成果

平

目

成20年度
の検証結果

事

平成21年度  事業

業

評価シート 頁

消防組織

種

広域化事業

消防本部　

類

消防総務課

00－xx ハxxxx－xx000 ー0 ○ ●

13 市民の視点

ド

に立ち、成果を重視し

ソ

た行政経営を展開する

フ

ために
行政改革の

01

ト

市民の視点に立ち、成

根

果を重視した行政経営

拠

を展開するために
位置

法

付け
03 広域的な視点

令

によるまちづくり

市民

等

・職員

□ □ □ □

県の示

対

す消防広域化推進計画

象

に基づき、消防組織の

・

広域化を検 広域的な視

受

点によるまちづくりを

益

推進するため、県をは

者

じめ、
討します。 近隣

事

自治体と消防組織の広

業

域化について検討を進

期

めます。

- -

- - - -

間

- -

- - - -

消防組織

委

の広域化の検討進捗度

託

%

対象自治体による広

、

域化の検討割合（平成

協

20年度：20％、平

働

成21年度：20％、

【

平成22年度：20％

委

、平成
23年度：20

託

％、平成24年度：2

：

0％で平成24年度末

3

まで検討）

20 40 6

セ

0 80 100

20

- ％

ク

- - - -

①：予定どお

・

り

平成２０年１１月４

財

日に第１回湘南地区に

団

おける消防の広域化に

企

関する事前協議を、藤

業

沢市、茅ヶ崎市、寒川

Ｎ

町、大磯町、二宮
町、

Ｐ

平塚市の３市３町で行

Ｏ

い、平成２１年２月５



2 頁

位

3,370 13,37

施

0 13,370 13,

策

370

0 0 5,455

へ

13,370 13,3

の

70 13,370 13

貢

,370

● ○ ○ ○ ○ ○

献

○

4市3町で消防広域

高

化のメリット、問題点

市

を協議します。

検討組

民

織は、各市町の消防長

満

が委員の検討委員会、

足

各市町の広域化担当課

度

長が委員の幹事会、各

を

市町の担当長級が委員

高

の総務専
門部会、予防

め

専門部会、警防専門部

る

会、情報通信専門部会

方

の４つの専門部会の３

策

層構成で検討していき

業

ます。

当市にとって消

有

防の広域化のメリット

効

、課題を検討し、
広域

性

化に向けた協議をして

継

いきます。

続による成果向上の可能性 低
その他

事業の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平

項

成21年度 平成22年

目

度 平成23年度 平成2

分

4年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成22年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成22年度の取

の

組方針

課長コメント

■
抽

市民サービスの向上の

出

ため県が示した消防広

総

域化推進計
●□ 画に則

合

り、消防広域化を検討

評

する必要があります。

価

■ ○
□
□ 消防の広域化

市

により、消防力の強化

民

が図られ市民サービ
●

ニ

■ スの向上になります

ー

。

□ ○
□
■ 消防広域化

ズ

によるメリットや課題

高

を検討し、広域化が妥

事

○
■ 当なのか協議しま

業

す。
●

□
○

□
□ 将来的

目

なコスト削減は図られ

的

るものと思うが、当初

の

のコ
○

■ ストは上がる

達

ものと思われます。
●

成

□
○

□

４市３町での消

状

防広域化は職員の身分

況

、配置、給与等の課題

必

を検討する必要があり

要

ます。

事前協議 検討委

性

員会の開催法定協議会

市

等の設法定協議会等の

の

設法定協議会等の設

置

関

置 置

0 0 0 0 0 0 0

0

与

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0

の

0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

必

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0

要

0 0 0 0

0.00 0.

性

00 0.00

0.00

低

0.00 0.65 1.

事

60 1.60 1.60

そ

1.60

0.00 0.

の

00 0.00 0.00

他

0.00 0.00 0.

上

00

0 0 5,455 1



1 頁

その他　】 【協働： 】

目的・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

18年度 平成19年度

.

平成20年度 平成21

事

年度 平成22年度 平成

業

23年度 平成24年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成18年度 平成19

付

年度 平成20年度 平成

け

21年度 平成22年度

事

平成23年度 平成24

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成18年度 平成

名

19年度 平成20年度

事

平成21年度 平成22

業

年度 平成23年度 平成

担

24年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成20年

科

度の主な取組と成果

平

目

成20年度
の検証結果

事

平成21年度  事業

業

評価シート 頁

債権徴収

種

広域連携事業

総務部　

類

市税総務課

00－xx ハxxxx－xx000 ー0 ○ ●

13 市民の視点

ド

に立ち、成果を重視し

ソ

た行政経営を展開する

フ

ために
行政改革の

01

ト

市民の視点に立ち、成

根

果を重視した行政経営

拠

を展開するために
位置

法

付け
03 広域的な視点

令

によるまちづくり

□ □

等

□ □

平塚県税事務所と

対

平塚市、秦野市、伊勢

象

原市、大磯町及び二宮

・

債権徴収事務の広域連

受

携を図るため、近隣自

益

治体と協力して合
町が

者

相互に協力して、債権

事

徴収事務の広域連携が

業

図られていま 同徴収対

期

策事務の実施に向けた

間

検討を行います。
す。

委

検討会議の開催回数 回

託

徴収対策連絡協議会に

、

おいて、合同徴収対策

協

に関する調査や研究を

働

行います。

4 4

4

- -

【

- -

報告書作成部数 部

委

報告書の作成部数

1 1

託

1

- -

- -

①：予定ど

：

おり

徴収対策連絡協議

3

会において、合同徴収

セ

対策に関する調査や研

ク

究を行う検討会を４回

・

行いました。

Ａ：成果

財

があがった

団 企業 ＮＰＯ



2 頁

位

0 0 0

0.00 0.0

施

0 0.00

0.00 0

策

.00 0.10 0.0

へ

2 0.02 0.00 0

の

.00

0.00 0.0

貢

0 0.00 0.00 0

献

.00 0.00 0.0

高

0

0 0 840 168 1

市

68 0 0

0 0 840 1

民

68 168 0 0

● ○ ○

満

○ ○ ○ ○

現在は滞納整

足

理に向けた検討会の開

度

催を継続するだけで、

を

広域連携に向けた組織

高

作りへの発展は当面見

め

込めないため、事務事

る

業
とします。今後、組

方

織作りが具体化された

策

段階で、行革事業とし

業

て位置づけます。

引き

有

続き広域連携をするこ

効

とにより、職員の徴収

性

技術の向上や情報の共

継

有化を図ります。また

続

、県市町共通の滞納者

に

に対する滞
納整理方針

よ

等についての検討や同

る

滞納整理等について協

成

議します。規模につい

果

ては、現状の最小限の

向

規模で継続していきま

上

す。

県市町共通の滞納

の

者の徴収対策の効率化

可

のために必要な
事業で

能

あり、引き続き調査研

性

究を進めるため、現状

低

の規
模で継続していき

そ

ます。

の他

事業の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平

項

成21年度 平成22年

目

度 平成23年度 平成2

分

4年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成22年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成22年度の取

の

組方針

課長コメント

■
抽

債権徴収事務を効果的

出

に推進していくために

総

県・市町の
●□ 連携を

合

図ります。

□ ○
□
□ 事

評

業の継続により県と市

価

町の職員が調整して合

市

同滞納整
●□ 理等につ

民

いて協議します。

■ ○

ニ

□
■ 県市町共通の滞納

ー

者に対する滞納整理方

ズ

針等について検
○

□ 討

高

します。
●

□
○

□
□ 広

事

域連携をすることによ

業

り、情報の共有化、職

目

員の徴収
○

□ 技術の向

的

上を図ります。
●

□
○

の

■

職員の徴収技術の向

達

上や情報の共有化を図

成

り、県市町共通の滞納

状

者に対する滞納整理方

況

針や合同滞納整理等を

必

協議する検討会を
開催

要

します。徴収のための

性

広域連携の組織作りに

市

ついては、検討してい

の

きます。

徴収対策連絡

関

協議徴収対策連絡協議

与

徴収対策連絡協議

会へ

の

の参加、合同会への参

必

加、合同会への参加、

要

合同

徴収対策に関する

性

徴収対策に関する徴収

低

対策に関する

調査・研

事

究 調査・研究 調査・研

そ

究

0 0 0 0 0 0 0

0 0

の

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

他

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0

上

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0
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